様式第１

経営革新計画に係る承認申請書

　　平成　　年　　月　　日

　　広　島　県　知　事　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　郵便番号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　　称　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話・ＦＡＸ　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｅ－ｍａｉｌ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律第９条第１項の規定に基づき，別紙の計画について承認を受けたいので申請します。

経営革新計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（別表１）

	申　　請　　者　　名
	企　　　　業　　　　概　　　　要

	
	資本金　　　　　　　　　　　 従業員数

設立年月日　　　　　　　　　 業種

担当者職氏名　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　

	新事業活動の類型
	経営革新の目標（計画のポイントを記載する。）

	　計画の対象となる類型全て

に○をつける。

１．新商品の開発又は生産

２．新役務の開発又は提供

３．商品の新たな生産又は販売

　 の方式の導入

４．役務の新たな提供の方式の

   導入その他の新たな事業活

　 動
	テーマ：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



	経営革新の内容及び既存事業との相違点


	実施体制（大学，公設試，企業など連携先がある場合は記載する。）



	基　準　指　標
	現　　　　　　状（円）
	計画終了時の目標伸び率（計画期間）

	１
	付加価値額
	　　　　　　　　　　　　 円
	　　　　　　　　　　　　　　　％

（　年　月～　年　月（　年計画））

	２
	一人あたりの

付加価値額
	　　　　　　　　　　　　 円
	　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　％

	３
	経常利益
	　　　　　　　　　　　　 円
	　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　％


（記載要領）

・向上の程度を示す指標は付加価値額と経常利益とする。

・付加価値額とは，営業利益，人件費及び減価償却費の合計とする。

　（付加価値額，一人あたりの付加価値額をともに記載すること）

・経常利益の算出については，営業利益から営業外費用（支払利息，株式交付費等）を

　差し引いたものとする。

実施計画と実績（実績欄は申請段階では記載する必要はない）　　　　　　　　（別表２）

	番 号
	計　　画
	実　　績

	
	実　　施　　項　　目
	評　価基　準
	評価

頻度
	実施

時期
	実施

状況
	効 果
	対　策

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


（実施計画が書ききれない場合は，複数の用紙に記載すること。）

（記載要領）

・番　　号　１，２，１－１，１－２，１－１－１，１－１－２というように実施項目を関連づけて

　　　　　　記載すること。　　　

・実施項目　具体的な実施内容を記載すること。

・評価基準　定量化できるものは定量化した基準を設定することとするが定性的な基準でも可とする。

・評価頻度　自社で計画の進捗状況を評価する頻度または時期を毎日，毎週，毎月，隔月，半年，１

　　　　　　年，半年後，１年後などと記載すること。

・実施時期　実施項目を開始する時期を４半期単位で記載。１－１は初年第１四半期に開始，３－４

　　　　　　は３年目第四半期開始を示す。

	· 実施状況　◎計画どおり実行できた。○ほぼ計画どおり実行できた。△実行したが不十分。×ほ　　　　　　

　　　　　　　とんど実行できなかった。

・効　　果　◎効果が十分あがった。○ほぼ予定の効果が得られた。△効果が少しあった。×ほと

　　　　　　　んど効果がなかった。

・対　　策　自社で実施状況と効果を評価した結果，追加対策を実施する場合は追加した実施項目　

　　　　　　を記載すること。


実施計画の具体的内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（別表３）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　参加企業者名　　　　　　　　　　　　　　　

	（別表２の実施項目の具体的内容を記入すること。）




（実施計画が書ききれない場合は，複数の用紙に記載すること。）

経営計画及び資金計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（別表４）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　参加企業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）

	
	１ 年 前

(　年　月期）
	直近期末

(　年　月期）
	１ 年 後

(　年　月期）
	２ 年 後

(　年　月期）
	３ 年 後

(　年　月期）
	４ 年 後

(　年　月期）
	５ 年 後

(　年　月期）

	①売上高
	
	
	
	
	
	
	

	②売上原価
	
	
	
	
	
	
	

	③売上総利益

（①－②）
	
	
	
	
	
	
	

	④販売費及び

　一般管理費
	
	
	
	
	
	
	

	⑤営業利益
	
	
	
	
	
	
	

	⑥営業外費用
	
	
	
	
	
	
	

	⑦経常利益

（⑤－⑥）
	
	
	
	
	
	
	

	⑧人件費
	
	
	
	
	
	
	

	⑨設備投資額
	
	
	
	
	
	
	

	⑩運転資金
	
	
	
	
	
	
	

	⑪減価償却費
	
	
	
	
	
	
	

	
	うち特別償却額
	
	
	
	
	
	
	

	⑫付加価値額

（⑤+⑧+⑪）
	
	
	
	
	
	
	

	⑬従業員数
	
	
	
	
	
	
	

	⑭一人あたりの付加価値額

（⑫÷⑬）
	
	
	
	
	
	
	

	
	政府系金融機関借入
	
	
	
	
	
	
	

	
	県費預託融資
	
	
	
	
	
	
	

	
	自己資金
	
	
	
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	
	
	
	

	⑮資金調達額

合　　　計
	
	
	
	
	
	
	


(注)１　網掛部分⑨+⑩と⑮のそれぞれの額が計画年度ごとに一致すること。

　 ２　⑦経常利益は，営業利益から営業費用を差し引いた額であり，決算書の経常利益と異なる。(営業外収益分少ない）

　 ３　⑧人件費は，労務費，法定福利費，福利厚生費，退職金（引当金含む），役員報酬，給与手当，賞与，雑給を含む。

　 ４　⑪減価償却費は，繰延資産償却，リース・レンタル費用を含む。

   ５　⑬従業員数は，役員，派遣・短時間労働者を含む。（勤務時間によって人数を調整すること）

設備投資計画（経営革新計画に係るもの）　　　　　　　　　　　　　　　　　（別表５）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　参加企業者名　　　　　　　　　　　　　　　

　（単位：円）

	
	機 械 装 置 名 称（導 入 年 度）
	単　　価
	数　量
	合 計 金 額

	１
	
	
	
	

	２
	
	
	
	

	３
	
	
	
	

	４
	
	
	
	

	５
	
	
	
	

	６
	
	
	
	

	７
	
	
	
	

	８
	
	
	
	

	９
	
	
	
	

	10
	
	
	
	

	11
	
	
	
	

	
	　　合　　　　　　　　　　　　　計
	
	
	


（記載要領）

· 別表４の⑨「設備投資額」の内容を記載すること。

· 機械装置については，メーカー，商品名，型番等を記載すること。

· 設備投資計画が書ききれない場合は，複数の用紙に記載すること。

· 申請事業者の会計年度の始期の属する暦年を導入年度とすること。

運転資金計画（経営革新計画に係るもの）　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）　　　　　　　　　　　

	年　度
	金　　　　額
	内　　　訳

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


（記載要領）別表４の⑩「運転資金」の内容を記載すること。

（別表６）
関係機関への連絡希望について
　計画が承認された場合に，当該承認を受けた計画の内容について下記関係機関に送付することを希望する場合には，当該箇所に○を記載すること。
	承認書類の送付を希望する機関名
（支援策）
	送付の希望の
有・無

	株式会社日本政策金融公庫中小企業事業　　　　　　　　　　　　　　支店
（中小企業新事業活動促進資金）
	有　・　無

	株式会社日本政策金融公庫国民生活事業　　　　　　　　　　　　　　支店
（中小企業新事業活動促進資金）
	有　・　無

	広島県信用保証協会
（中小企業信用保険法の特例）
	有　・　無

	公益財団法人ひろしま産業振興機構
（企業育成型ひろしまファンド事業・小規模企業者等設備導入資金〔設備貸与制度〕）
	有　・　無

	大阪中小企業投資育成株式会社
（中小企業投資育成株式会社の特例）
	有　・　無


※別表４の資金調達先のうち，上記金融機関については支店名を記載すること。
承認計画の公表
	「経営革新計画」が承認された場合，内容を公表してよいでしょうか。　　　
　内容について公表（　可　・　否　）
　
　ホームページ（ＵＲＬ）　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
· 公表を希望すると，『企業名・住所・設立年・資本金・従業員数・業種・別表１記載の
　経営革新計画のテーマ（URLを記載した場合はこれを含む）』が，県ホームページに
　掲載・新聞社等へ情報提供されます。



　希望する支援策
「経営革新計画」が承認された場合，希望する支援策に○をしてください。
　１　県費預託融資制度(事業活動支援資金)２　建設業新分野進出支援補助金
　３　政府系金融機関による低利融資制度　４　小規模企業者等設備導入資金（設備貸与制度）
　５　高度化融資制度　　　　　　　　　　６　信用保証協会による信用保証の特例
　７　中小企業投資育成株式会社の特例　　８　研究開発型中小企業に対する特許関係料金減免制度
９　企業育成型ひろしまファンド事業
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